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そ の 他 の 固 定 資 産

23,836,973,948
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前 払 金
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出 資 金
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平成２２年３月３１日

有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権
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図 書
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注記 １.重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

　徴収不能引当金

　　…未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　退職給与引当金

　　…退職金の支給に備えるため、私立大学退職金財団加入者に係る退職給与引当金については、期末要支給額

　　　 1,460,719,001円を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整

　　　額を加減した金額の 100％を計上している。

　　　福岡県私立学校教育振興会及び福岡県私立幼稚園退職金基金社団加入者に係る退職給与引当金については、

　　　期末要支給額 1,305,115,899円から福岡県私立学校教育振興会及び福岡県私立幼稚園退職金基金社団よりの

      交付金相当額を控除した金額の 100％を計上している。

（２）その他の重要な会計方針

　有価証券の評価基準及び評価方法

　　…移動平均法に基づく原価法である。

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　…預り金、修学旅行費預り金及び仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　学生寮その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

　　…補助活動に係る収支は純額で表示している。

0 24,815,070
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２.重要な会計方針の変更等

（会計処理の変更）

　「リース取引に関する会計処理について(通知)」（20高私参第２号）の発出に伴い、当会計年度から当該通知に

よっている。なお、この変更による計算書類に与える影響は、「ソフトウェアに関する会計処理について(通知)」

の適用による影響額に含めて記載している。

　「ソフトウェアに関する会計処理について(通知)」（20高私参第３号）の発出に伴い、当会計年度から当該通知

によっている。なお、この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して教育研究用購読料が35,450,100

円増加し、教育研究用賃借料が35,450,100円減少している。また、未払金（長期未払金を含む。）が31,905,090円

増加し、当年度消費支出超過額が同額増加している。

３.減価償却額の累計額の合計額 円

４.徴収不能引当金の合計額 0 円

５.担保に供されている資産の種類及び額

　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　土地　　247,521,034円

６.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　1,541,973,404 円

７.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

（単位　円）

差　額

11,299,000

9,117,000

(20,416,000)

826,000

123,000

949,000

826,000

11,176,000

9,117,000

(19,467,000)

退職給与引当特定資産 合計

減価償却引当特定資産 合計

第３号基本金引当特定資産 合計

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは

　　次のとおりである。

　①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

           リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

           教育研究用機器備品

　②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

           リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

           教育研究用機器備品

           その他の機器備品

(うち満期保有目的の債券)

退職給与引当特定資産

(うち満期保有目的の債券)

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

101,760,000

減価償却引当特定資産合　　　　計

減価償却引当特定資産

1,045,041,000

229,043,000

(1,172,201,000)

(1,373,943,000)

64,096,187 円

退職給与引当特定資産

1,056,217,000

238,160,000

101,883,000

474,768 円

6,689,564,723

減価償却引当特定資産

2,920,008 円

239,343,732 円

種　類

(201,742,000)

99,859,000

99,859,000

当年度(平成22年3月31日)

229,043,000 238,160,000

1,045,041,000

時　価

(1,393,410,000)

99,033,000

(200,793,000)

99,033,000

(1,192,617,000)

954,457,000

405,531 円

472,884 円

勘定科目

943,158,000

貸借対照表
計上額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

第３号基本金引当特定資産

(うち満期保有目的の債券)

第３号基本金引当特定資産

時価のない有価証券

229,043,000

0

99,859,000
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(△         )

△

△



（３）純額で表示した補助活動に係る収支

　　　純額で表示した補助活動に係る収支の相殺した科目及び金額は次のとおりである。

（単位　円）

  教育研究経費支出 補助活動収入

  管理経費支出 資産運用収入

雑収入

  純  額

       純額の内訳は、次のとおりである。

         教育研究経費支出  5,869,733円、管理経費支出  32,674,773円

（４）関連当事者との取引

　　　関連当事者との取引は、次のとおりである。

（単位　円）

属　性

 法律顧問契約

（注1）顧問料については、実勢価格を勘案し、法律顧問契約を締結している。

　　　 報酬については、福岡県弁護士会所定の額を基に決定している。

  支      出 金  額 収      入

監　事 春山　九州男 弁護士

  計

役員、法人等の名称

7,202,738

111,461,147

118,663,885

3,255,000
 及び訴訟代理人報酬 (注1)

取引の内容事業の内容又は職業

38,544,506

298,099

79,670,555

80,119,379

150,725

計

金  額

取引金額


